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まえがき
　政府が平成 22年 12月に発表した「平成 23年度の経済
見通しと経済財政運営の基本的態度」によると，平成 23
年度は「景気は持ち直し，経済成長の好循環に向けた動き
が進むことが見込まれる。」とのことであったが，電気関
連分野の産業界をはじめとし東日本大震災の影響は大き
く，電気学会を取り巻く事業環境は暫らく厳しい年が続く
ものと思われる。
　しかしながら，世界各国は低炭素社会実現への動きを加
速しており，グローバルなレベルで電気関連分野の貢献と
先導的かつ積極的な展開が待たれるものと考えられる。
　このような中，電気学会では，中長期ビジョンに示す 7
つの基本政策に沿った事業を定款に基づき着実に展開し，
電気学術の発展に寄与し社会に貢献するとともに，会員に
対して快適な場を提供していくこととする。

1．会員に関する事項【定款第 3章】
（1）平成 23年度の会員数は，下表のように想定する。
（2）会員制度の充実と会員増加策

2．会議等に関する事項【定款第 5章】
　会議・委員会等を以下のとおり開催する。
（1）通常総会
　平成 23年 5月 27日（金）に第 99回通常総会を都市
センターホテルにて開催予定。

（2）理事会
　年度内に 6回開催予定。

（3）各種会議・委員会等
　各会議体・委員会は必要に応じ開催し，主要会議等は
下記の回数を予定する。
　評議会：1回
　経営戦略会議：適宜
○総務企画関連

電気学会の 7つの基本政策
1．戦略的活動の推進
2．社会のニーズに対応した情報発信
3．国際化に向けた体制の強化
4．将来を担う人材育成の強化
5．学術的・人的資産の有効活用
6．快適かつ効率的な手段や場の提供
7．健全な組織運営基盤の再構築
　平成 23年度の重点実施項目としては，一般社団法人へ
の移行認可申請等を行い，新公益法人制度に確実に対応し
ていくことはもとより，国際的視野を持った先導的な電気
技術者育成や，新しい学際分野の積極的な導入を目指して
いく。
　平成 23年度の事業計画を以下の通りとする。

　継続して個人会員・事業維持員の会員増員・退会防止策
を展開する。特に，大学院修了後の会費割引制度やシニア
割引制度のフォローを行い，ジュニア向けHPを充実する。

　総務会議：5回
　　技術者教育委員会（部会等を含む）：30回
　　広報委員会（HP運用委員会を含む）：5回
　　会員サービス改善委員会：4回
　　IEEJプロフェッショナル運営委員会：2回
　倫理委員会：4回
　表彰委員会：3回
　顕彰委員会（小委員会を含む）：7回
○会計関連
　会計会議：5回
○編修関連
　編修会議：4回
　　編修委員会（部会を含む）：32回

社団法人　電気学会

平成 23年度　事業計画
（自平成 23年 4月 1日～至平成 24年 3月 31日）

名誉員
正　員 准員 学生員 計 事業維持員

22 年 度 末 会 員 数 20 , 187 385 3 , 090 23 ,662 438社（3 ,377口）
入 会 ・ 復 会 予 定 921 26 1 , 502 2 ,449 　8社（　  18口）

種
別
変
更

正　⇒　学 － 35 0 35 0

准　⇒　正 87 － 87 0 0

准　⇒　学 0 － 103 103 0

学　⇒　正 792 0 － 792 0

学　⇒　准 0 298 － 298 0

退 会 予 測 － 2 , 597 － 350 － 168 － 3 ,115 － 9社（  － 19口）
増 減 － 832 － 216 382 － 666 － 1社（  － 1口）
23 年 度 末 会 員 数（ 推 定 ） 19 , 355 169 3 , 472 22 ,996 437社（3 ,376口）
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会との連携などの将来展開を考慮して活力ある活動を展
開する。部門大会等の開催計画は次表のとおりである。

4．会誌および図書の発行に関する事項【定款第 4条 2号】
（1）電気学会誌・論文誌の更なる充実
　学会誌は，広範囲な分野からわかりやすく読みやすい
記事の企画などに取り組む。
　H23 .5号より論文誌の完全電子ジャーナル化を実施
（冊子体廃止）する。また，電子投稿・査読システムは

H24 .5目途に全面改良を実施する。
（2）世界に向けて情報発信する体制の構築
　共通英文論文誌（TEEE）の掲載までの期間短縮とイ
ンパクトファクターの向上を目指す。

（3）会誌の発行計画は以下のとおり。
（a）学会誌
　　発行回数：12回，
　　年間発行ページ数：990ページ（含広告）
　　発行部数：約 29万部／年
　　掲載記事の企画は編修委員会で検討する。
（b）論文誌（部門誌）
　　発行回数：12回／部門
　　ページ数は以下のとおり。

（c）共通英文論文誌
　　発行回数：6回（隔月発行）

（4）時代の動向や社会のニーズをとらえた出版推進
　教科書の分量・内容・価格など教育現場に即した企
画・出版を行い，採用増加を図る。また，国際的視野の
先導的電気技術者育成に資する出版企画を検討する。
　教科書・専門書・啓発書で新刊 6点の出版を目標とする。

（5）教科書等の発行計画は以下のとおり。
（a）教科書・技術啓発書

（b）技術報告

（c）JEC（委託出版）
　　発行点数：8

大会名 開催場所 開催日時
A部門大会 東京工業大学（東京） 2011 .9 .21～ 9 .22

B部門大会 福井大学（福井） 2011 .8 .30～ 9 . 1

C部門大会 富山大学（富山） 2011 .9 . 7～ 9 . 9

D部門大会 琉球大学（沖縄） 2011 .9 . 6～ 9 . 8

E部門総合研究会 東京工業大学（神奈川） 2011 .6 .30～ 7 . 1

A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
ペ ー ジ 数 1 , 256 1 ,750 2 ,500 1 , 870 524 7 ,900

種別
教科書 技術啓発書 合計

新刊 重版 計 新刊 重版 計 新刊 重版 計
発行点数 5 23 28 1 1 2 6 24 30

発行部数 12 ,500 21 ,000 33 ,500 2 ,000 500 2 ,500 14 ,500 21 ,500 36 ,000

A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
発 行 点 数 10 10 40 18 0 78

発 行 部 数 1 ,300 3 , 900 1 , 000 3 ,500 0 9 ,700

　　広告委員会：1回
　　出版事業委員会（部会を含む）：9回
○研究経営関連
　研究経営会議：4回
　　全国大会委員会（小委員会を含む）：4回
　国際活動委員会：4回
　電磁界生体影響問題調査特別委員会：1回
　男女共同参画推進委員会：5回
　電気規格調査会：6．に記載する。
○部門関連
　部門役員会
　　A部門：4回，B部門：5回，C部門：5回，
　　D部門：5回，E部門：4回
○支部関連
　支部総会：各支部 1回
　　支部役員会：適宜

3． 研究発表会・講演会・講習会および見学会の開催に関
する事項【定款第 4条 1号】

（1）全国大会の充実
　企画内容の充実とサービス向上をはかり講演者，聴講
者の増加を目指す。
　平成 24年 3月 21日～ 23日　広島工業大学にて開催
予定。

（2）一般社会向け公開シンポジウムの実施
　社会情勢なども勘案したテーマを取り上げ，広く社会
一般の方々に電気技術への理解をいただけるよう，企画
方法も工夫しつつ年 2回開催を目途として実施してい
く。

（3）総合力を発揮した支部活動
　本部・部門と連携しつつ地域に密着した活動を展開
し，技術交流や技術研鑽の場の提供を通じ会員サービス
に努め，あわせて会員増加を図る。また，これらの活動
においては IEEJプロフェッショナルの協力を得る。支
部における講演会，講習会，見学会などの開催計画は下
表のとおりである。

（4）総合力を発揮した部門活動
　本部・支部と連携しつつ各部門の特徴を生かし，コア
技術を生かしつつ，新規分野の取り込みや他部門他学協

支部 北海道 東北 東京 東海 北陸 関西 中国 四国 九州 計

支部連合大会等 1 2 1 1 1 1 1 1 1 10

一般
向け

講 演 会 1 0 23 1 6 20 1 0 1 53

講 習 会 2 0 0 0 0 0 3 4 0 9

見 学 会 1 1 30 3 0 2 0 0 2 39

専門家
向け

講 演 会 8 30 2 10 1 1 15 10 7 84

講 習 会 1 1 10 2 1 5 3 1 1 25

見 学 会 1 0 2 2 0 1 3 3 1 13

発 表 会 関 係 2 1 7 2 2 1 1 1 2 19

そ　　の　　他 2 4 11 17 2 9 0 1 20 66

計 19 39 86 38 13 40 27 21 35 318
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　3．JIS原案の作成
　4．国内外の標準化機関との協力および連携
　5．IEC関連の国際会議開催，国際会議旅費支援
　6．電気規格調査会功績賞及び功労賞の顕彰
　7．電気専門用語などの標準化検討
具体的な計画に関しては下記を予定する。

（1）委員会の開催数

（2）標準規格の普及推進
　HP等による情報公開の推進，部門の技術委員会成果
の規格化，全国大会・部門大会等を活用した規格の講習
会などを継続して実施していく。

（3）廃止規格のアーカイブ化
　既に廃止した JEC規格をアーカイブ化し，閲覧に供
する。

（4）国際標準規格の開発推進
　UHV関連技術をはじめとし，スマートグリッドなど
の日本規格の国際標準化提案活動を推進する。

7．功績の表彰に関する事項【定款第 4条 5号】
（1）電気技術顕彰制度「でんきの礎」の選定
　毎年数件の顕彰を 3月の「でんきの月」のコア行事と
なる全国大会において継続的に行っていく。

（2）表彰
　功績賞 1件，業績賞 6件および電気学術振興賞（進歩
賞：9件，論文賞：9件，著作賞：1件），優秀技術活動
賞（技術報告賞：9件，グループ著作賞：1件以内），特
別活動賞：2件以内の表彰を行う。

（3）学術振興助成
　大会ならびに研究会における優秀論文の表彰
賞 A：部門大会・研究会の論文：80件
賞 B：全国大会・支部大会の論文：120件

（4）名誉員の推薦
　名誉員資格条件を満たす者を，名誉員として推薦す
る。

（5）学術奨励賞
　高校・高専生の電気主任技術者試験合格者表彰制度の
第 1回表彰を実施する。

（6）電気規格調査会表彰
　標準化活動への貢献者の表彰を行う。

8．通信教育に関する事項【定款第 4条 6号】
（1）技術者教育の着実な推進と体制の整備

会　　議　　名 開催数
規格委員会総会 1

規格役員会（表彰委員会含） 7

政策委員会 6

部会 15

標準化委員会・IEC国内委員会 230

JIS原案作成委員会 11

合　　　　計 270

5．調査・研究の実施に関する事項【定款第 4条 3号】
（1）活動範囲の拡大
　「テーラーメイド工学特別研究グループ」，「スマート
グリッド特別研究グループ」の活動を推進し，適宜シン
ポジウム開催など成果発表を行う。また，新しい学際分
野の積極的導入を目指し，柔軟性に富んだ活動形態が可
能となるよう制度面での支援を行う。

（2）「男女共同参画推進委員会」の活動推進
　より多くの女性の学会活動を推進するため，教育機関
でのキャリア教育の実態調査と支援体制の検討など，電
気学会における改善推進方策を検討・試行する。

（3）「電磁界生体影響問題特別委員会」の活動継続
　ICNIRP（国際非電離放射線防護委員会）の新しいガ
イドラインの普及定着動向を注視しつつ，今秋目途に電
磁界に関するシンポジウムを開催する。

（4）学術情報システムの円滑な運営と拡大
　技術報告・研究会資料を充実し電子図書館の販売増加
をはかるほか，論文検索可能対象を研究会資料・大会論
文にも拡大するため国立情報学研究所のシステム利用を
検討する。

（5）研究調査活動のための委員会等は，以下のとおり。
（a）各種委員会

（b）新設委員会

（c）解散委員会

（d）研究会発表論文件数

6．標準の制定に関する事項【定款第 4条 3号】
　電気機械器具および材料などの標準化に関する事項を
調査審議し，電気分野における標準化を通して，広く社
会に貢献することを目的として，下記に重点を置き活動
を推進する。
　1．JEC規格の制定・改訂および普及
　2．IEC規格に係わる審議

A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
運営委員会 4 4 5 4 4 21

技術委員会 40 40 50 54 16 200

専門委員会 150 151 131 260 30 722

研 究 会 60 29 37 50 12 188

合　　計 254 224 223 368 62 1 ,131

A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
技術委員会 0 0 0 0 0 0

専門委員会 8 8 16 26 1 59

合　　計 8 8 16 26 1 59

A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
技術委員会 0 0 0 0 0 0

専門委員会 8 10 16 23 1 58

合　　計 8 10 16 23 1 58

部　　門 A部門 B部門 C部門 D部門 E部門 合計
件 数 1 , 150 782 476 800 130 3 ,338
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10．その他法人運営に関する事項
（1）新公益法人制度への対応
　平成 22年 5月の総会承認にもとづき「一般社団法
人」への移行認可申請の準備を着実に進め，平成 23年
11月申請，平成 24年 4月の新法人移行を目指す。

（2）広報の充実
　広報委員会を中心とし，定期的なプレスリリースなど
マスコミの活用を含めた効果的な広報活動を推進する。
　また，対外的な提言や声明発表の仕組みづくりを行
う。

（3）「電気広報特別委員会」の活動
　東日本大震災を契機に社会全体に電気に対する関心が
高まっていることから，標記委員会を設置し，電気に関
する正しい理解を得るよう適時の広報を行う。
　また，将来の電力・エネルギーシステムに関する提言
などをタイムリーに発信していく。

（4）キャンペーン月間「でんきの月」の発展
　キャンペーン月間「でんきの月」に関する広報・啓発
活動を活発に行い，引き続き第 2回イベントを検討す
る。

（5）創立 125周年記念事業の準備
　創立 125周年記念事業委員会を中心に，必要な準備を
行う。

（6） フェロー制度の充実・IEEJプロフェッショナルの支
援
　フェローの認定を継続し拡大を図る。IEEJプロフェ
ッショナルの活動範囲の拡大に対応して認定者の増大を
図るとともに活動に対する支援を継続する。

（7）ITシステムの整備充実
　多様な会員サービスにこたえられるWebサイトの立
ち上げを検討する。引き続き電子投票システムやアンケ
ートシステム・ワンクリック寄付システムなどの導入を
検討する。

（8）東日本大震災被災者支援
　被災された会員の平成 23年度会費を免除するほか，
日本赤十字に募金する義援金を公募する。また，東北支
部の活動に対する支援なども検討・実施する。

（9）財務基盤の整備
　会員関連企業からの会誌広告掲載等の推進により広告
収入の増加をはかるとともに，Web広告の導入を検討
する。
　今後予想される収支の悪化に対応し，事業全般にわた
り無駄を省いたシンプルな運営を指向し資金の有効活用
を図るとともに，より一層の厳正的確な法人運営に万全
を期すこととする。

　「中核・中小企業向け電気技術者教育事業（電気なっ
とく塾：登録商標）」を日刊工業新聞社との安定した共
同事業として育てていく方策を検討する。
　「CPD（継続研鑽）記録管理システム」を活用し，
CPD認定技術者制度の定着と CPD活動の拡大を図る。
　平成 23年度の「電気学会寄付講義」を 21校で開講す
る。
　「電気理科クラブ」を設置し理科支援事業を推進する。
　パワーエレクトロニクス技術者資格認定制度創設のた
めの講習会やテキスト作成を進める。

（2）技術者倫理教育に関する恒常的活動の推進
　技術者倫理研修会やフォーラムの開催，技術者倫理教
材の整備など，技術者倫理教育に対する支援を行う。

（3）若年層の科学・技術離れへの対応
　日本工学会の「科学技術人材育成コンソーシアム」に
積極的に参画し，初等中等教育支援などの活動推進を図
る。

9． 国内外の関係学術団体との協力および連携に関する事
項【定款第 4条 7号】

（1） 国際活動の積極的推進と国際活動が容易にできる仕組
みの構築

　ICEE（電気技術国際会議）2011香港大会の開催協力
と，ICEE国際ジャーナルの発行推進を図る。また，国
際的なステータス向上策の検討と海外学会等との連携方
策の検討を行う。

（2）JABEE認定審査事業の着実な取り組み
　3分野において着実に認定審査を実施する。また，
JABEE審査講習会を開催し審査員の養成を行う。

（3）広範な学会活動の推進
　電気・情報関連学会連絡協議会，日本機械学会などの
関連学会や，日本学術会議・日本工学会・日本技術士会
などの関係団体と定期的な協議の場を継続し，若年層の
工学離れ対策や技術者の社会的地位向上などに関する意
見交換や諸活動の協調・連携を図る。

（4）国際交流助成
　対象　 外国学会との交流で海外の研究者・技術者を招

聘するための助成（最大 10件）
　　　　 海外で開催される国際会議出席者に対する補助

（最大 20件）
　　　　 海外で開催される電力技術に関する国際的会合

の出席者への補助（最大 4件）
　助成総額 310万円

（5）国際会議の主催
　本年度の本部主催国際会議はなし。

（6） 電気規格調査会における国内外標準化機関との協力お
よび連携

（7）学術団体の講演会等の共催・協賛・後援
（8）各種団体の研究助成候補者の推薦
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